チャランケ通信　第76号　2014年8月23日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　広島で生まれ育てられた者にとって、今回の豪雨と土砂崩れによる被害の甚大さには正直言って驚きである。確かに、1999年にも生まれ故郷である呉市が大きな被害が出たこともあり、あの盆地で山に向かって切り開いていった呉市なら、集中豪雨が起きれば被害は起きやすいだろうな、と思ったことはある。ただ、今回はなぜこんな集中豪雨が瀬戸内海の温暖な気候に恵まれている中で起きたのか、それが理解しにくいのである。少なくとも、自分が育った18年間にはあまりなかったわけで、是非ともその原因を解明し、今後の対策に全力を挙げて欲しいものだ。

　ピケティ教授、格差縮小には所得・資産の累進課税強化
　最近話題を呼んでいる著書にフランスの経済学者トマ・ピケティ教授の『21世紀の資本論』がある。何号かの前のこの通信でも紹介したことがあるが、先日も読者の一人から借訳された資料を送っていただき、改めてこの『21世紀の資本論』を日本語で早く読みたいと思うようになった。でも、外国語で700ページを超す大著であり、日本語訳をすればおそらく1000ページ近くになるのではないだろうか。既に、東洋経済や週刊エコノミストなど経済専門誌で特集も組まれていて、簡便な解説を読んでも興味深いものがある。
　特に、今日考えてみたいのがグローバル化する世界の中で、どうすれば格差が拡大を食い止めることができるのか、という点である。
ピケティ教授は格差差拡大を阻止していくため、所得と資産の両方に累進課税をかける必要があると主張している。特に、今後は人口増加率も鈍化することは確実で、成長率は落ちていく。ピケティ教授は「r(資本の収益性)>g(所得の成長率)」を阻止するためには、資産に対する累進課税強化の必要性を強調している。というのも、1980年代以降徐々に限界税率が引き下げられ、所得と資産の格差が拡大し始め、「世襲資本主義」への回帰が起こっている。今やそのレベルは1920年代に舞い戻っており、フランスでは資産保有者の上位10%は平均的な者の60倍を保有し、同じカテゴリーでの労働所得の格差4.2倍を大きく上回っている。
特に、国際社会が協調して資産に対する累進課税の強化が必要
それだけに、資産保有者に対する累進課税の強化が必要であることを強調している。その際、富裕層は税逃れのために資産を海外に移す可能性が高く、課税は国際的に強調して行う必要があり、現在のところいきなり先進国間での課税の強化で合意を得ることにはハードルが高いと認めている。
アメリカは、外国銀行に対する銀行口座情報の開示を決め
日本も、国外財産5000万円以上保有する個人の資料情報調査へ
　ただ、「誰が何をどれだけ保有しているのか」を把握することが第一歩であり、これには2001年のテロ事件以降マネーロンダリングへの監視が強化され、銀行データの透明性がかなり高まって来つつある。アメリカでは2014年からForeign Account Tax Compliance Act(FATACA)が施行される。これは、財務省がすべての外国銀行に対し、米国納税者が保有する口座の情報を提供させる法律なのだ。こうした努力を積み重ねていくことの重要性を指摘している。
日本でも、昨年度から民主党政権時代に国外財産5000万円以上を保有している個人の調書を提出させることになり、先日公開された。それによると、
総提出件数  5,539件　総財産額　約2兆5142億円
というもので、一件(一人)当たり約5億円、保有資産は有価証券が62%、次いで預貯金が15%と続いている。おそらく、タックスヘブンに移されている財産は当然報告しないだろうから、実際にはこの何倍(?)かに達するに違いない。それでも、こうした調書が公表されるようになっただけでも大きな前進であり、今後はマイナンバー(2016年1月から税に適用)を駆使してその全貌を明らかにしていくべきだろう。

日本では、資産課税の強化に逆行する贈与税の尻抜け策の拡大へ
問題は、課税の強化である。相続税(贈与税は相続税の補完税)については国際的にきわめて緩くなっており、日本の相続税の課税レベルが相対的には高くなっており、中には最近相続税を廃止するべきだ、という論調が強くなってきており、現に何カ国かは実際に廃止しているようだ。
それだけに、相続税をどのように強化していけるのか、誠に重要な課題なのである。最近読んだ鈴木亘学習院大教授の書かれた『社会保障亡国論』(講談社現代新書)には、今後の日本の財政再建の財源として、消費税ではなく相続税の強化を挙げられている。消費税だけでなく、資産課税の強化を取り上げられていることには賛成であり、是非とも今後そうした観点からの発言(この本には、他の論点には重大な疑義あり)をしていただければ、と思う。
日本では、民主党政権の時代に相続税の課税ベースを拡大したり、最高税率を50%から55%へ引き上げたりしてきたのだが、残念なことに相続税の補完税としての役割を持つ贈与税を、自分の子供や孫の世代に贈与して住宅投資や教育投資に使う場合、大幅な減税を政策減税として採用してきている。自民党政権になってこの方策がますます拡大されつつあり、相続税の尻抜け策が強まってきている。
安倍政権の下で進む贈与税・相続税の非課税枠の拡大、問題だ
8月22日付の朝日や日経各紙の中でも、今まで贈与税の無税枠をさらに拡大させるとともに、減税対象もますます拡大の方向を求めつつある。これでは格差社会が世代間を超えて継続されることになり、日本社会の貧富の格差はますます拡大していくことは必至である。

せっかく相続税の強化を強調されている鈴木教授をはじめとする学者・専門家の方たちは、声を大にして相続税の尻抜けをやらないように、政府・税制調査会などへ働き掛けるべきではないか。トマ・ピケティ教授は「日本のケースは私の主張を裏付ける端的なものだ。欧州と似ているが欧州よりも極端なケースになっている」(『東洋経済』7月26日号32ページより)とみている。日本の格差社会を変えていくためにも、税の果たす再分配機能の活用を積極的に主張していく必要がある。
------------------------------------------------------------------------------------------------------

今週は、個人的な用事で土曜日から月曜日にかけて上京することとなった。それ故、25日号は前倒しで23日に発行することとしたい。年金の問題については、来週号に譲りたい。
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